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【届出の対象とした募集(売出)有価証券

の種類】

株式

【届出の対象とした募集(売出)金額】 一般募集 1,307,176,200円

引受人の買取引受による売出し 1,038,750,000円

オーバーアロットメントによる売出し 360,100,000円
 

(注) １　募集金額は、発行価額の総額であり、平成27年２月13日

(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式

の終値を基準として算出した見込額であります。

ただし、今回の募集の方法は、引受人が発行価額にて買取

引受けを行い、当該発行価額と異なる価額(発行価格)で一

般募集を行うため、一般募集における発行価格の総額は上

記の金額とは異なります。

２　売出金額は、売出価額の総額であり、平成27年２月13日

(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式

の終値を基準として算出した見込額であります。

【安定操作に関する事項】 １　今回の募集及び売出しに伴い、当社の発行する上場株式につい

て、市場価格の動向に応じ必要があるときは、金融商品取引法施

行令第20条第１項に規定する安定操作取引が行われる場合があり

ます。

２　上記の場合に安定操作取引が行われる取引所金融商品市場を開設

する金融商品取引所は、株式会社東京証券取引所であります。

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

　(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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第一部 【証券情報】

 

第１ 【募集要項】

 

１ 【新規発行株式】
 

種類 発行数 内容

普通株式 1,980,000株
完全議決権株式で株主の権利に特に制限のない株式
単元株式数　100株

 

(注) １　平成27年２月25日(水)開催の取締役会決議によります。

２　本募集(以下「一般募集」という。)及び一般募集と同時に行われる後記「第２　売出要項　１　売出株式

(引受人の買取引受による売出し)」に記載の売出し(以下「引受人の買取引受による売出し」という。)にあ

たり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主

から520,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出し(以下「オーバーアロットメントによる売出し」

という。)を行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

３　一般募集及び引受人の買取引受による売出しとは別に、平成27年２月25日(水)開催の取締役会において、後

記「募集又は売出しに関する特別記載事項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」に記載

の野村證券株式会社を割当先とする当社普通株式520,000株の第三者割当増資(以下「本件第三者割当増資」

という。)を行うことを決議しております。

４　一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」

をご参照下さい。

５　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

 

２ 【株式募集の方法及び条件】

平成27年３月４日(水)から平成27年３月10日(火)までの間のいずれかの日(以下「発行価格等決定日」という。)に

決定される発行価額にて後記「３　株式の引受け」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該発行価額と異なる価額

(発行価格)で一般募集を行います。引受人は払込期日に発行価額の総額を当社に払込み、一般募集における発行価格

の総額との差額は引受人の手取金とします。当社は引受人に対して引受手数料を支払いません。

(1) 【募集の方法】

 

区分 発行数 発行価額の総額(円) 資本組入額の総額(円)

株主割当 ― ― ―

その他の者に対する割当 ― ― ―

一般募集 1,980,000株 1,307,176,200 1,307,176,200

計(総発行株式) 1,980,000株 1,307,176,200 1,307,176,200
 

(注) １　全株式を金融商品取引業者の買取引受けにより募集します。

２　発行価額の総額は、引受人の買取引受けによる払込金額の総額であります。

３　資本組入額の総額は、会社法上の増加する資本金の額であり、会社計算規則第14条第１項に従い算出される

資本金等増加限度額の全額とし、資本準備金の額は、増加しないものとします。

４　発行価額の総額及び資本組入額の総額は、平成27年２月13日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当

社普通株式の終値を基準として算出した見込額であります。
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(2) 【募集の条件】

 

発行価格(円)
発行価額
(円)

資本組入額
(円)

申込株数
単位

申込期間
申込証拠金
(円)

払込期日

未定
(注)１、２
発行価格等決
定日の株式会
社東京証券取
引所における
当社普通株式
の普通取引の
終値(当日に終
値のない場合
は、その日に
先立つ直近日
の 終 値 ) に
0.90～1.00 を
乗じた価格(１
円未満端数切
捨て)を仮条件
とします。

未定
(注)１、２

未定
(注)１

100株
自　平成27年３月11日(水)
至　平成27年３月12日(木)

(注)３

１株につ
き発行価
格と同一
の金額

平成27年３月17日(火)

 

(注) １　日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、平成27年３月４日(水)から平成27年３月10日(火)までの間のいずれかの日(発

行価格等決定日)に、一般募集における価額(発行価格)を決定し、併せて発行価額(当社が引受人より受取る

１株当たりの払込金額)及び資本組入額を決定いたします。なお、資本組入額は資本組入額の総額を新規発

行株式の発行数で除した金額とします。

今後、発行価格等(発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以

下同じ。)が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項(発行価額

の総額、資本組入額の総額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上

限、引受人の買取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及び

オーバーアロットメントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。)について、目論見書の訂正事

項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書

の訂正届出書の提出後から申込期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト(［URL］

http://www.rene-easton.com/)(以下「新聞等」という。)で公表いたします。また、発行価格等が決定され

る前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されま

す。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される

事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公

表は行いません。

２　前記「２　株式募集の方法及び条件」の冒頭に記載のとおり、発行価格と発行価額とは異なります。発行価

格と発行価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３　申込期間及び払込期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決

定する予定であります。

なお、上記申込期間及び払込期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で平成27年３月３日(火)から平成27年３月10日(火)までを予定しておりますが、

実際の発行価格等の決定期間は、平成27年３月４日(水)から平成27年３月10日(火)までを予定しておりま

す。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成27年３月４日(水)の場合、申込期間は「自　平成27年３月５日(木)　至　平成

27年３月６日(金)」、払込期日は「平成27年３月12日(木)」

②　発行価格等決定日が平成27年３月５日(木)の場合、申込期間は「自　平成27年３月６日(金)　至　平成

27年３月９日(月)」、払込期日は「平成27年３月12日(木)」

③　発行価格等決定日が平成27年３月６日(金)の場合、申込期間は「自　平成27年３月９日(月)　至　平成

27年３月10日(火)」、払込期日は「平成27年３月13日(金)」

④　発行価格等決定日が平成27年３月９日(月)の場合、申込期間は「自　平成27年３月10日(火)　至　平成

27年３月11日(水)」、払込期日は「平成27年３月16日(月)」

⑤　発行価格等決定日が平成27年３月10日(火)の場合は上記申込期間及び払込期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。

４　申込みの方法は、申込期間内に後記申込取扱場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

５　申込証拠金のうち発行価額相当額は、払込期日に新株式払込金に振替充当します。

６　申込証拠金には、利息をつけません。
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７　株式の受渡期日は、払込期日の翌営業日であります。

したがいまして、受渡期日は、

①　発行価格等決定日が平成27年３月４日(水)の場合、「平成27年３月13日(金)」

②　発行価格等決定日が平成27年３月５日(木)の場合、「平成27年３月13日(金)」

③　発行価格等決定日が平成27年３月６日(金)の場合、「平成27年３月16日(月)」

④　発行価格等決定日が平成27年３月９日(月)の場合、「平成27年３月17日(火)」

⑤　発行価格等決定日が平成27年３月10日(火)の場合、「平成27年３月18日(水)」

となりますのでご注意下さい。

株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。

 

(3) 【申込取扱場所】

後記「３　株式の引受け」欄の金融商品取引業者の本店及び全国各支店で申込みの取扱いをいたします。

 

(4) 【払込取扱場所】

 

店名 所在地

株式会社みずほ銀行　　　神田支店 東京都千代田区神田小川町一丁目１番地
 

(注)　上記払込取扱場所での申込みの取扱いは行いません。

 

３ 【株式の引受け】
 

引受人の氏名又は名称 住所 引受株式数 引受けの条件

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋一丁目９番１号 1,188,000株 １　買取引受けによります。

２　引受人は新株式払込金と

して、払込期日に払込取

扱場所へ発行価額と同額

を払込むことといたしま

す。

３　引受手数料は支払われま

せん。ただし、一般募集

における価額(発行価格)

と発行価額との差額は引

受人の手取金となりま

す。

みずほ証券株式会社 東京都千代田区大手町一丁目５番１号 415,800株

いちよし証券株式会社 東京都中央区八丁堀二丁目14番１号 118,800株

丸三証券株式会社 東京都千代田区麹町三丁目３番６ 118,800株

三菱ＵＦＪモルガン・
スタンレー証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁目５番２号 99,000株

大和証券株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目９番１号 39,600株

計 ― 1,980,000株 ―
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４ 【新規発行による手取金の使途】

(1) 【新規発行による手取金の額】

 

払込金額の総額(円) 発行諸費用の概算額(円) 差引手取概算額(円)

1,307,176,200 20,000,000 1,287,176,200
 

(注) １　引受手数料は支払われないため、「発行諸費用の概算額」は、これ以外の費用を合計したものであります。

また、消費税等は含まれておりません。

２　払込金額の総額(発行価額の総額)は、平成27年２月13日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普

通株式の終値を基準として算出した見込額であります。

 

(2) 【手取金の使途】

上記差引手取概算額1,287,176,200円については、一般募集と同日付をもって決議された本件第三者割当増資の手

取概算額上限340,298,800円と合わせ、手取概算額合計上限1,627,475,000円について、全額を平成27年９月末まで

に運転資金としてルネサスエレクトロニクス株式会社及びその他の仕入先への仕入代金等に充当する予定でありま

す。

当社では、平成25年３月に中期経営計画(ＰＲＯＪＥＣＴ“Ｅ”)を策定しており、グループ総力で達成に向けた

活動を行っております。今般の募集においては、下記事業戦略の遂行による売上拡大に伴う仕入及び売掛金の増加

に対応するため、調達した資金を運転資金に充当する予定であります。事業戦略は、下記の５項目であります。

① ルネサスエレクトロニクス株式会社製品の自動車・産業分野等へのデザイン-イン活動(※)の強化

② 新規ビジネスの拡大のための新規仕入先、販売先の開拓推進

③ 国内と海外拠点との情報一元管理によるスムーズなお客様へのサポートの実施

④ 特約店との連携強化によるビジネスの拡大

⑤ お客様の設計・企画段階よりソリューション提案を実施

また、今般の募集は、上記戦略を着実に遂行し、更に持続的に成長していく礎となる財務基盤の強化に資するも

のと考えております。

 
※デザイン-イン活動とは、お客様との折衝機会を得て、共同開発や技術提案等を通じ、製品の設計段階から商材の

受注確保に向けたアプローチを行い、採用に至る営業活動のことです。
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第２ 【売出要項】

 

１ 【売出株式（引受人の買取引受による売出し）】

平成27年３月４日(水)から平成27年３月10日(火)までの間のいずれかの日(発行価格等決定日)に決定される引受価

額にて後記「２　売出しの条件 (引受人の買取引受による売出し) 」に記載の引受人は買取引受けを行い、当該引受

価額と異なる価額(売出価格、発行価格と同一の価格)で売出しを行います。引受人は受渡期日に引受価額の総額を売

出人に支払い、引受人の買取引受による売出しにおける売出価格の総額との差額は引受人の手取金とします。売出人

は引受人に対して引受手数料を支払いません。

 

種類 売出数 売出価額の総額(円)
売出しに係る株式の所有者の
住所及び氏名又は名称

普通株式 1,500,000株 1,038,750,000
神奈川県川崎市中原区下沼部1753番地
　ルネサスエレクトロニクス株式会社

 

(注) １　一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出し

の主幹事会社である野村證券株式会社がオーバーアロットメントによる売出しを行う場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

２　一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、ロックアップに関する合意がなされております

が、その内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事項　２　ロックアップについて」

をご参照下さい。

３　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

４　売出価額の総額は、平成27年２月13日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。
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２ 【売出しの条件（引受人の買取引受による売出し）】
 

売出価格
(円)

引受価額
(円)

申込期間
申込
単位

申込証
拠金(円)

申込受
付場所

引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契
約の内容

未定
(注)１、２
発行価格等決
定日の株式会
社東京証券取
引所における
当社普通株式
の普通取引の
終値(当日に
終値のない場
合は、その日
に先立つ直近
日の終値)に
0.90～1.00を
乗 じ た価格
(１円未満端
数切捨て)を
仮条件としま
す。

未定
(注)１、２

自　平成27年
３月11日(水)
至　平成27年
３月12日(木)
(注)３

100株

１株に
つき売
出価格
と同一
の金額

右記金融
商品取引
業者の本
店及び全
国各支店

東京都中央区日本橋一丁目
９番１号
　野村證券株式会社

(注)４

東京都千代田区大手町一丁
目５番１号
　みずほ証券株式会社

東京都中央区八丁堀二丁目
14番１号
　いちよし証券株式会社

東京都千代田区麹町三丁目
３番６
　丸三証券株式会社

東京都千代田区丸の内二丁
目５番２号
三菱ＵＦＪモルガン・ス
タンレー証券株式会社

東京都千代田区丸の内一丁
目９番１号
　大和証券株式会社

 

(注) １　日本証券業協会の定める有価証券の引受け等に関する規則第25条に規定される方式により、上記仮条件によ

り需要状況を勘案した上で、平成27年３月４日(水)から平成27年３月10日(火)までの間のいずれかの日(発

行価格等決定日)に、売出価格を決定し、併せて引受価額(売出人が引受人より受取る１株当たりの売買代

金)を決定いたします。

今後、発行価格等(発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金)が決定され

た場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項(発行価額の総額、資本組入額

の総額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、引受人の買取引受

による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメン

トによる売出しの売出価額の総額)について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌

日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日

までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト(［URL］http://www.rene-easton.com/)(新聞等)で公

表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合

には、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発

行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書

の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

２　前記「１　売出株式(引受人の買取引受による売出し)」の冒頭に記載のとおり、売出価格と引受価額とは異

なります。売出価格と引受価額との差額の総額は、引受人の手取金となります。

３　株式の受渡期日は、平成27年３月18日(水)であります。

申込期間及び受渡期日については、上記のとおり内定しておりますが、発行価格等決定日において正式に決

定する予定であります。

なお、上記申込期間及び受渡期日については、需要状況を勘案した上で繰り上げることがあります。当該需

要状況の把握期間は、最長で平成27年３月３日(火)から平成27年３月10日(火)までを予定しておりますが、

実際の発行価格等の決定期間は、平成27年３月４日(水)から平成27年３月10日(火)までを予定しておりま

す。

したがいまして、

①　発行価格等決定日が平成27年３月４日(水)の場合、申込期間は「自　平成27年３月５日(木)　至　平成

27年３月６日(金)」、受渡期日は「平成27年３月13日(金)」

②　発行価格等決定日が平成27年３月５日(木)の場合、申込期間は「自　平成27年３月６日(金)　至　平成

27年３月９日(月)」、受渡期日は「平成27年３月13日(金)」

③　発行価格等決定日が平成27年３月６日(金)の場合、申込期間は「自　平成27年３月９日(月)　至　平成

27年３月10日(火)」、受渡期日は「平成27年３月16日(月)」

④　発行価格等決定日が平成27年３月９日(月)の場合、申込期間は「自　平成27年３月10日(火)　至　平成

27年３月11日(水)」、受渡期日は「平成27年３月17日(火)」

⑤　発行価格等決定日が平成27年３月10日(火)の場合は上記申込期間及び受渡期日のとおり、

となりますのでご注意下さい。
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４　元引受契約の内容

買取引受けによります。

引受手数料は支払われません。

ただし、売出価格と引受価額との差額は、引受人の手取金となります。

なお、引受人の手取金は前記「第１　募集要項　３　株式の引受け　引受けの条件」において決定される引

受人の手取金と同一といたします。

各金融商品取引業者の引受株式数

金融商品取引業者名 引受株式数

野村證券株式会社 900,000株

みずほ証券株式会社 315,000株

いちよし証券株式会社 90,000株

丸三証券株式会社 90,000株

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券株式会社 75,000株

大和証券株式会社 30,000株
 

５　申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

６　申込証拠金のうち引受価額相当額は、受渡期日に売出人への支払いに充当します。

７　申込証拠金には、利息をつけません。

８　株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。
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３ 【売出株式（オーバーアロットメントによる売出し）】
 

種類 売出数 売出価額の総額(円)
売出しに係る株式の所有者
の住所及び氏名又は名称

普通株式 520,000株 360,100,000
東京都中央区日本橋一丁目９番１号
　野村證券株式会社

 

(注) １　オーバーアロットメントによる売出しは、一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要

状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹事会社である野村證券株式会社が当社株主から520,000株

を上限として借入れる当社普通株式の売出しであります。上記売出数はオーバーアロットメントによる売出

しの売出数の上限を示したものであり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによる売出し

そのものが全く行われない場合があります。

オーバーアロットメントによる売出し等の内容につきましては、後記「募集又は売出しに関する特別記載事

項　１　オーバーアロットメントによる売出し等について」をご参照下さい。

今後、売出数が決定された場合は、発行価格等(発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及

び引受人の手取金)及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項(発行価額の総額、資本組入額の総

額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、引受人の買取引受によ

る売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメントに

よる売出しの売出価額の総額)について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価格等決定日の翌日付

の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込期間の末日まで

の期間中のインターネット上の当社ウェブサイト(［URL］http://www.rene-easton.com/)(新聞等)で公表い

たします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について訂正が行われる場合に

は、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発行価格等及び発行

価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合には目論見書の

訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。

２　振替機関の名称及び住所

株式会社証券保管振替機構

東京都中央区日本橋茅場町二丁目１番１号

３　売出価額の総額は、平成27年２月13日(金)現在の株式会社東京証券取引所における当社普通株式の終値を基

準として算出した見込額であります。

 

４ 【売出しの条件（オーバーアロットメントによる売出し）】
 

売出価格
(円)

申込期間 申込単位
申込証拠金
(円)

申込受付場所
引受人の住所及び
氏名又は名称

元引受契約
の内容

未定
(注)１

自　平成27年３月11日(水)
至　平成27年３月12日(木)

(注)１
100株

１株につき
売出価格と
同一の金額

野村證券株
式会社の本
店及び全国
各支店

― ―

 

(注) １　株式の受渡期日は、平成27年３月18日(水)であります。

売出価格、申込期間及び受渡期日については、前記「２　売出しの条件(引受人の買取引受による売出し)」

において決定される売出価格、申込期間及び受渡期日とそれぞれ同一といたします。

２　申込みの方法は、申込期間内に申込受付場所へ申込証拠金を添えて申込みをするものとします。

３　申込証拠金には、利息をつけません。

４　株式は、受渡期日から売買を行うことができます。

社債、株式等の振替に関する法律の適用により、株式の売買は、振替機関又は口座管理機関における振替口

座での振替えにより行われます。
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【募集又は売出しに関する特別記載事項】

１　オーバーアロットメントによる売出し等について

一般募集及び引受人の買取引受による売出しにあたり、その需要状況を勘案した上で、当該募集及び売出しの主幹

事会社である野村證券株式会社が当社株主から520,000株を上限として借入れる当社普通株式の売出し(オーバーア

ロットメントによる売出し)を行う場合があります。オーバーアロットメントによる売出しの売出数は、520,000株を

予定しておりますが、当該売出数は上限の売出数であり、需要状況により減少し、又はオーバーアロットメントによ

る売出しそのものが全く行われない場合があります。

なお、オーバーアロットメントによる売出しに関連して、野村證券株式会社が上記当社株主から借入れた株式(以下

「借入れ株式」という。)の返却に必要な株式を取得させるために、当社は平成27年２月25日(水)開催の取締役会にお

いて、野村證券株式会社を割当先とする当社普通株式520,000株の第三者割当増資(本件第三者割当増資)を、平成27年

３月27日(金)を払込期日として行うことを決議しております。(注)１

また、野村證券株式会社は、一般募集、引受人の買取引受による売出し及びオーバーアロットメントによる売出し

(以下「本件募集売出し」という。)の申込期間の終了する日の翌日から平成27年３月20日(金)までの間(以下「シンジ

ケートカバー取引期間」という。(注)２)、借入れ株式の返却を目的として、株式会社東京証券取引所においてオー

バーアロットメントによる売出しに係る株式数を上限とする当社普通株式の買付け(以下「シンジケートカバー取引」

という。)を行う場合があります。野村證券株式会社がシンジケートカバー取引により取得した全ての当社普通株式

は、借入れ株式の返却に充当されます。なお、シンジケートカバー取引期間内において、野村證券株式会社の判断で

シンジケートカバー取引を全く行わず、又はオーバーアロットメントによる売出しに係る株式数に至らない株式数で

シンジケートカバー取引を終了させる場合があります。

更に、野村證券株式会社は、本件募集売出しに伴って安定操作取引を行うことがあり、かかる安定操作取引により

取得した当社普通株式の全部又は一部を借入れ株式の返却に充当することがあります。

オーバーアロットメントによる売出しに係る株式数から、安定操作取引及びシンジケートカバー取引によって取得

し借入れ株式の返却に充当する株式数を減じた株式数(以下「取得予定株式数」という。)について、野村證券株式会

社は本件第三者割当増資に係る割当てに応じ、当社普通株式を取得する予定であります。そのため本件第三者割当増

資における発行数の全部又は一部につき申込みが行われず、その結果、失権により本件第三者割当増資における最終

的な発行数がその限度で減少し、又は発行そのものが全く行われない場合があります。

野村證券株式会社が本件第三者割当増資に係る割当てに応じる場合には、野村證券株式会社はオーバーアロットメ

ントによる売出しにより得た資金をもとに取得予定株式数に対する払込みを行います。

なお、オーバーアロットメントによる売出しが行われるか否か及びオーバーアロットメントによる売出しが行われ

る場合の売出数については発行価格等決定日に決定されます。オーバーアロットメントによる売出しが行われない場

合は、野村證券株式会社による上記当社株主からの当社普通株式の借入れは行われません。したがって野村證券株式

会社は本件第三者割当増資に係る割当てに応じず、申込みを行わないため、失権により本件第三者割当増資における

新株式発行は全く行われません。また、株式会社東京証券取引所におけるシンジケートカバー取引も行われません。

(注) １　本件第三者割当増資の内容は以下のとおりであります。

(1) 募集株式の種類及び数　　　　　　　当社普通株式　520,000株

(2) 払込金額の決定方法　　　　　　　　発行価格等決定日に決定する。なお、払込金額は一般募集における

発行価額と同一とする。

(3) 増加する資本金及び資本準備金の額　増加する資本金の額は、会社計算規則第14条第１項に従い算出され

る資本金等増加限度額の全額とし、資本準備金の額は、増加しない

ものとする。

(4) 割当先　　　　　　　　　　　　　　野村證券株式会社

(5) 申込期間(申込期日)　　　　　　　　平成27年３月26日(木)

(6) 払込期日　　　　　　　　　　　　　平成27年３月27日(金)

(7) 申込株数単位　　　　　　　　　　　100株
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２　シンジケートカバー取引期間は、

①　発行価格等決定日が平成27年３月４日(水)の場合、「平成27年３月７日(土)から平成27年３月20日(金)ま

での間」

②　発行価格等決定日が平成27年３月５日(木)の場合、「平成27年３月10日(火)から平成27年３月20日(金)ま

での間」

③　発行価格等決定日が平成27年３月６日(金)の場合、「平成27年３月11日(水)から平成27年３月20日(金)ま

での間」

④　発行価格等決定日が平成27年３月９日(月)の場合、「平成27年３月12日(木)から平成27年３月20日(金)ま

での間」

⑤　発行価格等決定日が平成27年３月10日(火)の場合、「平成27年３月13日(金)から平成27年３月20日(金)ま

での間」

となります。

　

２　ロックアップについて

一般募集及び引受人の買取引受による売出しに関連して、売出人であるルネサスエレクトロニクス株式会社並びに

当社株主である有限会社エターナル及び福島慎介は野村證券株式会社に対し、発行価格等決定日に始まり、一般募集

及び引受人の買取引受による売出しの受渡期日から起算して90日目の日に終了する期間(以下「ロックアップ期間」と

いう。)中、野村證券株式会社の事前の書面による同意なしには、当社株式の売却等(ただし、引受人の買取引受によ

る売出し等を除く。)を行わない旨合意しております。

また、当社は野村證券株式会社に対し、ロックアップ期間中、野村證券株式会社の事前の書面による同意なしに

は、当社株式の発行、当社株式に転換もしくは交換される有価証券の発行又は当社株式を取得もしくは受領する権利

を付与された有価証券の発行等(ただし、一般募集、本件第三者割当増資及び株式分割による新株式発行等を除く。)

を行わない旨合意しております。

上記のいずれの場合においても、野村證券株式会社はロックアップ期間中であってもその裁量で当該合意の内容を

一部もしくは全部につき解除できる権限を有しております。

　

３　売出人であるルネサスエレクトロニクス株式会社について

売出人であるルネサスエレクトロニクス株式会社は、平成26年12月末時点において当社株式の30.04％(議決権の被

所有割合)を保有しております。

前記「２　ロックアップについて」に記載の通り、一般募集及び引受人の買取引受による売出しの主幹事会社であ

る野村證券株式会社と同社との間でロックアップに関する合意がなされておりますが、将来において、同社が資産効

率の改善等の保有資産の見直しを行い当社株式の一部を市場で売却した場合、売却の規模等によっては、当社株式の

需給関係及び市場価格に影響を与える可能性があります。

　

第３ 【第三者割当の場合の特記事項】

 

該当事項はありません。
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第４ 【その他の記載事項】

 

特に新株式発行並びに株式売出届出目論見書に記載しようとしている事項は次のとおりであります。

 

・表紙に当社のロゴマーク を記載いたします。

 

 
・表紙裏に以下の内容を記載いたします。

　

１　募集又は売出しの公表後における空売りについて

(1) 金融商品取引法施行令(以下「金商法施行令」という。)第26条の６の規定により、「有価証券の取引等の規

制に関する内閣府令」(以下「取引等規制府令」という。)第15条の５に定める期間(有価証券の募集又は売出

しについて、有価証券届出書が公衆の縦覧に供された日の翌日から、発行価格又は売出価格を決定したこと

による当該有価証券届出書の訂正届出書が公衆の縦覧に供された時までの間(＊１))において、当該有価証券

と同一の銘柄につき取引所金融商品市場又は金商法施行令第26条の２の２第７項に規定する私設取引システ

ムにおける空売り(＊２)又はその委託もしくは委託の取次ぎの申込みを行った投資家は、当該募集又は売出

しに応じて取得した有価証券により当該空売りに係る有価証券の借入れ(＊３)の決済を行うことはできませ

ん。

(2) 金融商品取引業者等は、(1)に規定する投資家がその行った空売り(＊２)に係る有価証券の借入れ(＊３)の決

済を行うために当該募集又は売出しに応じる場合には、当該募集又は売出しの取扱いにより有価証券を取得

させることができません。

＊１取引等規制府令第15条の５に定める期間は、平成27年２月26日から、発行価格及び売出価格を決定したこ

とによる有価証券届出書の訂正届出書が平成27年３月４日から平成27年３月10日までの間のいずれかの日

に提出され、公衆の縦覧に供された時までの間となります。

＊２取引等規制府令第15条の７各号に掲げる、次の取引を除きます。

・先物取引

・国債証券、地方債証券、社債券(新株予約権付社債券及び交換社債券を除く。)、投資法人債券等の空売

り

・取引所金融商品市場における立会外売買による空売り

＊３取引等規制府令第15条の６に定めるもの(売戻条件付売買又はこれに類似する取引による買付け)を含みま

す。

 
２　今後、発行価格等(発行価格、発行価額、資本組入額、売出価格、引受価額及び引受人の手取金をいう。以下同

じ。)が決定された場合は、発行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項(発行価額の総額、

資本組入額の総額、差引手取概算額、本件第三者割当増資の手取概算額上限、手取概算額合計上限、引受人の買

取引受による売出しの売出価額の総額、オーバーアロットメントによる売出しの売出数及びオーバーアロットメ

ントによる売出しの売出価額の総額をいう。以下同じ。)について、目論見書の訂正事項分の交付に代えて発行価

格等決定日の翌日付の日本経済新聞及び発行価格等の決定に係る有価証券届出書の訂正届出書の提出後から申込

期間の末日までの期間中のインターネット上の当社ウェブサイト(［URL］http://www.rene-easton.com/)(以下

「新聞等」という。)で公表いたします。また、発行価格等が決定される前に有価証券届出書の記載内容について

訂正が行われる場合には、目論見書の訂正事項分が交付されます。しかしながら、発行価格等の決定に際し、発

行価格等及び発行価格等の決定に伴い連動して訂正される事項以外の記載内容についての訂正が含まれる場合に

は目論見書の訂正事項分が交付され、新聞等による公表は行いません。
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・第一部　証券情報の直前に以下の内容を記載いたします。
　
[株価情報等]

１ 【株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移】
平成24年２月20日から平成25年７月12日までの株式会社大阪証券取引所(※)及び平成25年７月16日から平成27年２

月13日までの株式会社東京証券取引所における当社普通株式の株価、ＰＥＲ及び株式売買高の推移(週単位)は以下の

とおりであります。

※株式会社大阪証券取引所の現物市場は、平成25年７月16日付で、株式会社東京証券取引所の現物市場に統合されて

おります。
　

　

(注) １　・株価のグラフ中の１本の罫線は、週単位の始値、高値、安値、終値の４種類の株価を表しております。

・始値と終値の間は箱形、高値と安値の間は線で表しております。

・終値が始値より高い時は中を白ぬき、安い時は中黒で表しております。

２　　ＰＥＲの算出は、以下の算式によります。

ＰＥＲ(倍) ＝
週末の終値

１株当たり当期純利益
 

・１株当たり当期純利益は、以下の数値を使用しております。

平成24年２月20日から平成24年３月31日については、平成23年３月期有価証券報告書の平成23年３月期の

連結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。

平成24年４月１日から平成25年３月31日については、平成24年３月期有価証券報告書の平成24年３月期の

連結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。

平成25年４月１日から平成26年３月31日については、平成25年３月期有価証券報告書の平成25年３月期の

連結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。

平成26年４月１日から平成27年２月13日については、平成26年３月期有価証券報告書の平成26年３月期の

連結財務諸表の１株当たり当期純利益を使用。
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２ 【大量保有報告書等の提出状況】
平成26年８月25日から平成27年２月13日までの間における当社株式に関する大量保有報告書等の提出状況は以下の

とおりであります。

 

提出者（大量保有者）の
氏名又は名称

報告義務発生日 提出日 区分
保有株券等の
総数（株）

株券等の
保有割合
（％）

ルネサスエレクトロニクス株式会社 平成26年８月27日 平成26年９月３日 変更報告書 7,182,000 30.01

株式会社みずほ銀行

平成26年10月15日 平成26年10月22日大量保有報告書

1,127,920 4.71

みずほ信託銀行株式会社 102,900 0.43
 

(注) １　株式会社みずほ銀行及びみずほ信託銀行株式会社は共同保有者であります。

２　上記大量保有報告書等は関東財務局に、また大量保有報告書等の写しは当社株式が上場されている株式会社

東京証券取引所に備置され、一般の縦覧に供されております。
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第二部 【公開買付けに関する情報】

 

該当事項はありません。

 

第三部 【追完情報】

 

１　事業等のリスクについて

後記「第四部　組込情報」に記載の有価証券報告書及び四半期報告書(以下「有価証券報告書等」という。)の提出

日以後本有価証券届出書提出日(平成27年２月25日)までの間において、当該有価証券報告書等に記載された「事業等

のリスク」について生じた変更その他の事由はありません。

また、当該有価証券報告書等には将来に関する事項が記載されておりますが、当該事項は本有価証券届出書提出日

(平成27年２月25日)現在においてもその判断に変更はなく、また新たに記載する将来に関する事項もありません。

 
２　臨時報告書の提出

平成26年６月26日の定時株主総会において、決議事項が決議されましたので、金融商品取引法第24条の５第４項及

び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２の規定に基づき、平成26年６月27日に臨時報告書を関

東財務局長に提出しております。当該報告書の報告内容は以下のとおりであります。

 
(1) 株主総会が開催された年月日

平成26年６月26日

 
(2) 決議事項の内容

第１号議案　取締役８名選任の件

取締役に石井仁、大谷浩美、大久保恒一、上野武史、岡部昭彦、渡邉政明、及び星野亨、福長育成の８氏を選

任する。

 
第２号議案　監査役１名選任の件

監査役に荻島弘康氏を選任する。
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(3) 決議事項に対する賛成、反対及び棄権の意思の表示に係る議決権の数、当該決議事項が可決されるための要件並

びに当該決議の結果

 

決議事項
賛成数
(個)

反対数
(個)

棄権数
(個)

可決要件
決議の結果及び
賛成(反対)割合

(％)

第１号議案
取締役８名選任の件

   

(注)

  

　石井　　　仁 198,221 284 52 可決 98.55

　大谷　　浩美 198,320 185 52 可決 98.60

　大久保　恒一 198,209 296 52 可決 98.55

　上野　　武史 198,202 303 52 可決 98.54

　岡部　　昭彦 198,216 289 52 可決 98.55

　渡邉　　政明 198,206 299 52 可決 98.55

　星野　　　亨 198,215 290 52 可決 98.55

　福長　　育成 198,131 374 52 可決 98.51

第２号議案
監査役１名選任の件

      

　荻島　　弘康 198,392 164 1 (注) 可決 98.64
 

(注)　議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決

権数の賛成による。

 
(4) 株主総会に出席した株主の議決権の数の一部を加算しなかった理由

本総会前日までの事前行使分及び当日出席の一部の株主のうち賛否に関して確認できたものを合計したことによ

り、決議事項の可決又は否決が明らかになったため、本総会当日出席の株主のうち、賛成、反対及び棄権の確認が

できていない議決権数は加算しておりません。
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第四部 【組込情報】

 

次に掲げる書類の写しを組み込んでおります。

有価証券報告書
事業年度
(第60期)

自　平成25年４月１日
至　平成26年３月31日

平成26年６月26日
関東財務局長に提出

四半期報告書
事業年度

(第61期第３四半期)
自　平成26年10月１日
至　平成26年12月31日

平成27年２月13日
関東財務局長に提出

 

なお、上記書類は、金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用電子情報処理組織(EDINET)を使用して提出した

データを開示用電子情報処理組織による手続の特例等に関する留意事項について(電子開示手続等ガイドライン)Ａ４－

１に基づき本有価証券届出書の添付書類としております。

 

第五部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。

 

 

第六部 【特別情報】

 
該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

 

 

平成２６年６月２６日

株式会社ルネサスイーストン

取  締  役  会   御  中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 海野 隆善
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐々木 浩一郎
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 跡部　尚志
 

 

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ルネサスイーストンの平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益及び包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フ

ロー計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行っ

た。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を

策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、

当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用

される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する

内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見

積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ルネサスイーストン及び連結子会社の平成２６年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会

計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ルネサスイース

トンの平成２６年３月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の

基準に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要

な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施

することを求めている。

内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手する

ための手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重

要性に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評

価結果について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、株式会社ルネサスイーストンが平成２６年３月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準

に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以   上
 

(注) １　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出　　 会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書
 

 

　

平成２６年６月２６日

株式会社ルネサスイーストン

取  締  役  会   御  中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 海野 隆善
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 佐々木 浩一郎
 

 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 跡部　尚志
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社ルネサスイーストンの平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日までの第６０期事業年度の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表に

ついて監査を行った。

　

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、

これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監

査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。

財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の

実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検

討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

　

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ルネサスイーストンの平成２６年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべて

の重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以   上
　

 

(注) １　上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

出　　 会社)が別途保管しております。

２　XBRLデータは監査の対象には含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成２７年２月１３日

株式会社ルネサスイーストン

取締役会 御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   海野　隆善　　　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   佐々木　浩一郎　印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   跡部　尚志　　　印

 

 

　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ル

ネサスイーストンの平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平

成２６年１０月１日から平成２６年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２６年４月１日から平成２

６年１２月３１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益及び包括利益

計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ルネサスイーストン及び連結子会社の平成２６年１２月

３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況

を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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